
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 7年度      事 業 報 告 書
令和 7年 4月 1日 から令和 8年 3月 31日 まで
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1 事業の成果
・市民共同発電事業については.市民共同発電所第1,は順調に発電している。
・省エネ・11エネ設備導入支援事業については.東大和市が制定した「地球温暖化対策実行計画区城施策
編]の内容を把握し.「環境市民の集い」に,加 し.市主催の「ゼロカーボンオープン′ヽウス」に出展し、
将来世代を含む市民が農炭素に向けて導入可能な再エネ機器を紹介した.
・啓発・提言事業については.5年 目となる「東大和エネルギー調査隊]に着手し.市内2地区 術 堀.
南‐街)の大疇光・太陽熱利用の規模口菫を腱続中である。9月 には「発電 10周年凛●請演会]を開催し.
「気候危機の■相と対策」,こついての麺見と行動の示崚を得た.

・交流事業については.先進的地域.団体.事業者との連携を経続した.特に神奈川県相模原市にて遊
休晨地を活用して.太陽の力でエネルギーと農作場を同時に育てる「ノーラーンェアリング]を展開
している「さがみこベツーガ デンjでの研修を行い.「食とエネルギーのテーマパータ」プロジェタ
トから大きな学びを得た。

・協賛募集事業は.特に行っていない。
2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業               (事 業■の総彙月 1 3∝| 】千円)
足款に記
載された
事業名

事業内容 日時 場所
従争
」ム
つ

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

市民共同
発電事業

市民共同発電事業 4～3月 東大和市内
15

人

再エネ事業により受益

する東大和市民
85,000人 227

省エネ
創エネ導

粂
支援事
ゼロカーボンフェス
タヘの出展

12月 東大和市 5人

大型商業施設利用

者 (子どもと子育

て世代中心)への

再エネ機器紹介、

省エネ提案

300人 63

啓発・提
言事業

気候危機の真相と対
策についての講演会

9月 東大和市内
10

人

東大和市民全体ヘ

の広報
30人 11

東大和エネルギー調
査隊

3月 東大和市内 5人

再生エネルギー調

査により受益する

東大和市民

85,000人 2

交流事業
市民発電に取 り組む
他団体との交流、情報
交換

4～3月
東京都・神

奈川県

延ベ

20

人

市民発電・環境保

全に取り組む団体
200人 0

協賛事業 特になし 0



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 7年度 活動計算書 (その他事業がない場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活■漱人 東大和エネルギーの会

●   ● 小 計・ 合 計

36.

4:.αЮ

114.500
0

1:4.5(Ю

440.287
440.287

受取助成金

市民共同発電事業収益

受取利息

4

正全員受取会,
贅助会員受取会,

受取寄付金
施設等受入評●益

:.525

597.312

165.323
0

0

1,890
11.000

15,000
53.745
0

0

3.564
10.144
0

33,250
0

∞3.91

2
(1

2 の

人

2

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
印刷製本費
支払会■
支払手数料
事務消耗品費
通信運搬費
委託費

減価償却費
旅費交通費
印刷製本費
通信運搬費
謝金
賃借科
消耗品費
事務消耗品費
研修費
委託料
光熱費
支払手数料
支払利息
租税公晨

303.9!|

15.977
3.614
1,972
22,0()0

2,320
3,602
0

10,000
0

50.485

59.485
363.40:

A B 233.911当
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過年度損査修正益

災害槙失
正

当  口  」睦 外  1●  ■ C 0
233.911

税引後当期正味財産増減額
法人税、住 び 102.600

i31.311
685.:88
316.409
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 7年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 東大和エネルギーの会

金   田 ]=十

A の

1

3

2

の

(1)

(3)

機械装置

敷金
長期貸付金

ソフトウェア
借地権

現金
普通預金

普通預金
定期預金

前払費用

(多摩信用金庫)
(ゆ うちょ銀行)
(ゆ うちょ銀行)

60,890
631,020

165,657
0

135,000
35.707

.023.274

1,038,990

2,067,264【A】 資 産 合 計 ①+②

765
0

長期借入金

2

+

-1

1

未払金 (電気代3月 分)
未払利息

765

1,250,000
0

685、 188

131,311

-2

816_499

2,067,264【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

.〕

一Ｆ
一
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重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
特になし

(2)固定資産の減価償却の方法
機会装置の減価償却は定額法によっています。

(3)引 当金の計上基準
特になし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
特になし

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込み方式によっています。

2.事 業別損益の状況

令和 7年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 NPO法 人東大和エネルギーの会

事業部門計 管理部門 合計科 目
市民共同

発電事業

€ f,-r' ' Ell,
ネ導入支援事

■ :

啓発・提言
事業

交流事業

41,000

114,500

440,287 440,287

1,525

41,000

114,500

1,525

440,287

〈
υ

440,287 〈
υ

0

440,287 157,025 597,312

ｎ
Ｖ

〈
υ

ｎ
）

ｎ

）

1,972

1,890 1,890

11,00011,000

15,000 15,000

63,74563,745

3,602

10,144 10,144

102,600

13.5643,564

15,977

3,614
＾
υ 22,000
（
υ 2,320

33,250 33,250

165,323 165,323
＾
υ

102,600

10,000

15,977

3,614

22,000

2,320

1,972

0

0

3,602

15,000

10,144

3,564

33,250
165,323

1,890

11,000

63,745

227,281 76,635 ０

〉
303,916 162,085

0

466,001
227,281 76,635 303,916 162,085 466,001

213,006 【
】̈ △ 76,635

層
】̈ 136,371 △ 5,060 131,311

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.受取利息
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
印刷製本費

通信運搬費

謝金

賃借料
消耗品費

事務消耗品費

水道光熱費
租税公課

委託費
会議費
旅費交通費

支払会費

支払手数料

支払利息

減価償却費
研修費
支払寄付金

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考内容
＾
υ

＾
υ合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は    円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は     円です。

円 )

5.固 定資産の増減内訳
(単 円 )

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

特になし

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の技分方法

７

・

円

Ｒ

）

減価償却累計額 期末帳簿価額科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額

ｎ

） 2,802,100 1,763,110 1,038,9902,802,100

1,038,9902,802,100 2,802,100 1,763,110

有形固定資産

機械装置

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
1,250,0002,450,000 1,200,000

2,450,000 1,200,000 1,250,000合計

内、役員
との取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

科 目

計算書類に

計上された

金額

ｎ

）

＾
υ

＾
υ

ｎ

〉

＾
υ

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第28条関係)

令和 7年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活

"法
人 東大和エネルギーの会

合   計

135,000

l,038,990

(2)

2
形

機械装置

) の

(1)

前払費用

ち

60,890
631,020
165,657

未収金

発電3月 分

現金預金
手元現金
普通預金

普通預金
(多摩信用金庫)
(ゆ うちょ銀行)

1.028.274

1_038.●lH0

2,067.264【A】 資 産 合 計 ①+②

長期借入金

未払金 (電気代 3月 分 )

未払利息

|

765

1,250.000

1_25`l.0(1〕

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1.250.765

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 816.49
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書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和7年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 東大和エネルギーの会令和7年4月 1日から令和8年3月 31日 まで

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内

の

就任期間

報酬を受けた

期間

(該当者のみに

記入 )

1 (藝・監事
イシイ ミナコ (イノウエ ミナコ)

石井皆子 (井上皆子)

令和7年 4月 1日

和8年 3月 31日

年

午

月   日

月   日

2 (3)監事
オク
゛
ラ ヤスヒロ

小倉安洋

令和7年 4月 1日

和8年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

3 嘔爵ン監事
シ
゛
ツカワ ケイコ

賞川圭子

和7年 4月 1日

和8年 3月 31日

年

年

月   日

月   日

4 傾B>監事
i)rY tr:
堀越裕子

令和?年 4月 1日

令和8年 3月 31日

年

年

月

月

日

日～

5 c里>監事
ヤマンタ トオル

山下徹

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

6 理事・〇

ミウラ  ヒトシ

三浦 仁

令和7年 4月 1日

令和8年 3月 31日

年

年

月

月

日

日



書式第4号 (法第 10条・第28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和8年3月 31日 現在

生症土宣」量動量塾=__■ △菫二茎1レ三=2金

氏   名

1 石井皆子 (井上皆子 )  

2 石井 教夫

3 小倉 安洋

4 実川 圭子

5 堀越 裕子

6 名原 多都子

7 中野 志乃夫

8 野村 孝子  

9 山下 徹  

10 久保田 和夫  

ll 三浦 仁




